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平成 19 年 8 月 23 日（木） 

岸和田市丘陵地区整備課 



１．第 6 回検討委員会までのまとめ  

（１）岸和田市丘陵地区の特性                          

岸和田市丘陵地区は、 

①大阪中心部から約１時間弱という立地条件の良さ、阪和自動車道岸和田和泉インタ－チェンジからの近接

性や大阪外環状線が地区を通る都市間交通の利便性、関西国際空港（日本初の 24 時間離着陸可能）へのア

クセスの良さ等、産業・流通拠点としての可能性を持っている。 

②府内各地から多くの人が“憩いの場”として集まる蜻蛉池公園や神於山自然再生区域との隣接という自然

と親しむ住環境に適した区域である。 

③大阪府下で一番活発な地域農業という岸和田の地盤がある。 

という３つの側面を保有している区域です。 

開発にはこれらの地区の特性を活かす基本方針の設定が必要であります。そこで、第６回検討委員会まで

の内容を踏まえた検討・提案をさせていただきます。 

 

（２）第６回検討委員会までのまとめ                         

第５回検討委員会では、 

＜開発の方向性＞ 

１）検討区域の各地区の特徴に適した開発の重要性 

２）「リスク」の少ない開発の重要性 

３）地域との協働による「まちづくり」の重要性 

４）地域資源を活かした開発の重要性 

＜開発の可能性＞ 

① 地形を活かし、豊かな自然に溶け込むゆとりある住宅地 

② 地域と有機的に連携し、持続性のある企業の誘致 

③ 地域の資源である農地や山林は景観や自然環境に配慮しつつ、持続的な営農と都市部との交流の中で、

ゆとりとやすらぎを供給する場としての活用を図る。 

④ 区域内に点在する水路や溜池、防災機能を有する斜面林等の自然はなるべく現況を確保し地域の安全

に活用するとともに、その景観を活用することで地域の高次な自然資産として活用する。 

が、平成 18 年度のまとめとして決定されました。 

これを受けて、第 6回検討委員会では、地形、植生、土地利用の現状、交通等の条件図を作成・評価し、

次の４つの土地利用区分の適地を選定しました。 

① 現況地形を活かした地区（自然保全が望まれる地区） 

② 業務系地区（業務地に適する地区） 

③ 農業系地区（農業に適する地区） 

④ 住宅系地区（住宅地に適する地区） 

 

 「評価結果は右の図面に示すとおりです。」 
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 ２．岸和田市丘陵地区 基本方針の設定  

（１）岸和田市丘陵地区整備の基本方針の設定                       街中では想像できない自然との共存と大規模宅地 

 １）丘陵地区の特性を活かす方策 
農を通じた住民のコミュニケーションの形成 

丘陵地区整備の開発では、土地利用区分間の共存・連携による相乗効果が重要であると考えま

す。そこで、「社会的要因」と「地域資源」を踏まえ、これらについての方策を検討し、「岸和田

市丘陵地区整備の基本方針の設定」として、提案させていただきます。 
自然の力で地球と人を癒す空間 

 
地域資源を活かした企業の進出により得られる連鎖 

 

      

 

 

住宅に対するニーズが多様化しています。 

      農にふれあいを求める人が増加しています。 

      豊かな自然を愛し環境を守る人が増えています。 

      幹線道路を利用した立地を希望する企業があります。 

     農環境に連動した企業が増えています。  
 

 

 
 

 

 

 

 

大阪都心部まで一時間以内で移動できます。 

      関西国際空港まで 30 分で移動できます。 

      豊かな自然と残すべき景観がたくさんあります。 

      農に親しみ、農を展開できる土地があります。 

      農のプロがいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪ 共存・連携することで相乗効果 ≫

 

“ロハス”とは、「Lifestyle  of  health  and  sustainability」、直訳すれば、「健康と持続可

能な社会に配慮したライフスタイル」の意味になります。2002 年に日本に紹介され、“ロハス”

と使われ始めました。 
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住宅地系 
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 丘陵地区整備の開発の基本理念を「ロハスの里の形成」として、「岸和田市丘陵地区のコラボレ

－ション（イメ－ジ図）」を「地域資源を活かした持続的連携」と「共存することによる相乗効果」

の２つの視点から作成してみました。 

 
 
 次に、地域資源の一つである農業について考えてみたいと思います。 
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（２）岸和田市丘陵地区整備の土地利用の概要                       
  

 

３つのゾーンの土地利用の概要を示します。  

  

□ 住宅の魅力を向上させるゾーン   

   当区域は、住宅地を中心に農地、公園緑地を含む自然保全地、業務施設（生活関連施設、地域

資源活用施設）の土地利用とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□ 業務施設を中心とした農業との連携ゾーン 

   当区域は、大阪外環状線、岸和田中央線延伸線からのアクセスを利用した業務施設（工場・研

究所等）を中心に一部に農地、自然保全地の土地利用とします。 

 

 

 

 

 

 

□ 農業と道の駅ゾーン 

   当区域は、農地と『道の駅』・道の駅関連施設（生活関連施設、地域資源活用施設）及び自然

保全地の土地利用とします。 
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市道山直中福田線

牛滝川

府道春木岸和田線

近畿職業能力開発大学校

大阪外環状線

飛翔館高校

山直南小学校

山滝中学校

山滝小学校

農業と道の駅ゾーン

住宅の魅力を向上させるゾーン

業務施設を中心とした農業との連携ゾーン

自然保全区域

・住宅地…区域中央に配置。 

大規模で自然に溶け込む住宅、市民農園に隣接する住宅、菜園付住宅。傾斜地住宅、

里山付住宅など 

・農地…地区東側に配置（山直南の集落、農地との連携を考慮）。区域北側の溜池を保全。 

蔬菜、果実等の園芸作物、住宅地の近くに市民農園、貸し農園等 

・業務地（生活関連施設、地域資源活用施設）…岸和田中央線沿いに配置。 

小売店舗、レストラン、フラワーガーデン、健康・文化施設等 

・自然保全地・公園緑地…住宅地南側の小高い丘の公園緑地と蜻蛉池公園 

・業務地…地域農業と関連した食品加工の工場、バイオマス関連施設、岸和田市の地場産業、

関西国際空港へのアクセスの便を活用した工場、研究所及び関連流通施設 

・農地…農地を集約して配置。 

・自然保全地・公園緑地…業務地に接して配置。（業務地は緑の中の工場、研究所となる。） 

・道の駅及び関連施設…大阪外環状線の北側に道の駅及び関連施設を配置。 

道の駅…駐車場、トイレ、情報センター、休憩施設、店舗、レストラン等。 

その他関連施設…観光農園やハーブ園、花の温室、小ホールなど。 

・自然保全地・公園緑地…区域東側及び道の駅に接して自然保全地及び公園緑地を配置。  

蜻蛉池公園や神於山再生区域とネットワークしたハイキングコース、緑道、森林浴など 

・農地…区域南側斜面に広く農地を配置します。蔬菜、果実等の園芸作物。道の駅、神於山と

ネットワークします。（一部は、神於山山麓のクラインガルテンも考えられます。） 

　　　凡 　　　　例

住宅地 幹線道路

業務地（生活関連） 補助幹線道路

業務地（道の駅・関連施設） 緑道・農道

業務地（工場・研究所等） 連携・交流

農地 調整池

自然保全地・公園緑地 小中学校
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（３）土地利用配置                       

 

岸和田市丘陵地区の土地利用のイメ－ジを「土地利用配置図」として示します。  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
 

 

自然に溶け込む住宅地

　生活関連の店舗レストラン等

フラワーガーデン
傾斜地住宅と前面の農園

ファーマーズマーケット

道の駅

市民農園・貸し農園

（食品）工場・研究所 農作業・農業体験

農地

　　　緑道等

　クラインガルテン

神於山自然再生区域

岸和田中央線

岸和田和泉
インターチェンジ

岸和田
サービスエリア

市
道

久
米

田
山

滝
線

　
磯

之
上

山
直

線

阪
和
自
動
車
道

国見の森

蜻蛉池公園

岸和田中央線延伸線

市道山直中福田線

牛滝川

府道春木岸和田線

近畿職業能力開発大学校

大阪外環状線

飛翔館高校

山直南小学校

山滝中学校

山滝小学校

　　　凡　　　　　例

住宅地 幹線道路

業務地（生活関連） 補助幹線道路

業務地（道の駅・関連施設） 緑道・農道

業務地（工場・研究所等） 連携・交流

農地 調整池

自然保全地・公園緑地 小中学校

農業と道の駅ゾーン

住宅の魅力を向上させるゾーン

業務施設を中心とした農業との連携ゾーン

自然保全区域
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図－２  
３．参考資料  

 

 
 （１）住宅関係の参考資料                       

 

 東京圏（東京都心より 30km 圏内）、阪神圏（大阪中心部より 20km 圏内）に居住する 20 歳から 69 歳の

男女を対象としたアンケ－ト調査結果（「総括編」国土交通省土地・水資源局、国土交通省住宅局、農林

水産省農村振興局）の一部を以下に記載します。 

 

 

  

１）住み替え（移住・半移住）意向  

 ・「現住地を引き払い、現在と異なる場所に移り住みたい（＝移住）」との回答は、全体の 32％とな

っており、20 代で最も割合が高く、年代が上がるほど低くなる傾向がある。  

 ・「現在の住まいと新しい住まいとを交互に利用したい（＝半移住）」との回答は全体の 9％となっ

ており、年代別では 40 代後半から 50 代でその割合が高くなっている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）移住意向・自然環境志向層の選択条件 

・「移住意向・自然環境志向層」においても、希望する移住先としては「三大都市の都心から１時

間以内」を選択する割合が高くなっている。（→本地区は適地ということになる） 

 表－１

 

 

 

 

 

２）移住・半移住意向者の住環境に対する基本的志向  

 ・「多少不便でも自然が豊かな環境がよい」との回答は、移住・半移住意向者の 30％、「多少自然が

少なくても便利な環境がよい」との回答は移住・半移住意向者の 55％となっている。  

 ・属性別の傾向をみると、性別では、女性よりも男性の方が「多少不便でも自然が豊かな環境がよ

い」との回答割合が高く、特に 50 代、60 代では男女間で 2 倍近い回答率の差がある。また年代

別では、年代が上がるにつれて「多少不便でも自然が豊かな環境がよい」との回答割合が高くな

る傾向がある。 

 

 

 

 8



このように、今後、大阪府の農業を活性化し、農地を保全していくためには、担い手不足、高齢

化により多くの課題を抱える農家だけではなく、農業参画を望む多様な都市住民とともに取り組ん

でいくことが重要となっている。 

（２）農業関係の参考資料                       

１）農空間に対する期待についてのアンケ－ト 大阪府ホ－ムペ－ジ（大阪あぐりＲＥＰＯＲＴ） 

  

３）農業や村おこしなど頑張っている事例  

 □大分県日田市大山町農協  

 ①梅、栗植えてハワイに行こう（New Plum & Chestnut） 

 ・全町あげての梅と栗の栽培・出荷による高収益農業を目指したのが出発。大分県 1村 

 1 品運動の魁け 

     ・現在は 50 品目を超える多品種加工品、エノキダケ、ナメコなどの栽培、バイオ技術に 

   よるラン栽培、ハーブ等の新作物の導入 

 ②大山町農協経営理念 

 ・我々は一致団結して、豊かな活力ある農村づくりに励みます。  

２）構造改革特別区域計画アンケ－ト調査  大阪府ホ－ムペ－ジ平成 19 年 4月 23 日現在 ・地球環境と生命体を大切にした生産と包装に取り組みます。  

□都市住民の多様な農業参画 ・生活者に評価される産品を開発し、新鮮で安全なものを提供します。  

・近年、食に対する関心や、自然との触れ合いを求める府民ニ－ズが高まっている。農業参画

を希望する都市住民のニ－ズも、健康作りや自分の食べる野菜を作るための貸し農園での簡

単な農作業体験から、農地を取得しての本格的な就農まで多様になっている。（資料８） 

・快適で文化の享受できる農村社会を興し、次世代に引き継いでいきます。  

・世界の町や村、そして都市と農村の交流の輪を広げていきます。 

③大山町農協指導路線 

・市民農園については、少しずつではあるが増え続け、平成 14 年度には、682 ケ所が開設され

ている。しかし、依然その数は不足しており、利用を待っている住民が多い。（資料９） 

・オーガニック（有機無農薬）農業を推進します。 

・環境にやさしい資材・包装を推進します 。 

・就農を希望する都市住民も近年増加傾向にあり、平成 7 年度 37 件であった相談数が、平成

15 年度には 5倍以上の 200 件にも及んでいる。（資料１０） 

・時代に即応した流通の開拓を行います。 

・高付加価値産品開発に努め、収益率の高い農業をめざします。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・若者が継ぎたくなる快適農業を推進します。 

・週休三日の余暇で文化の創造を行います。 

・都市と農村との交流事業をすすめます。 

④花の木ガルテン（直営販売所、レストラン） 

・農産物直売所、レストランを日田市、別府市、大分市、福岡市に計 8 店舗開設、営業。 

□三重県伊賀市 農事組合法人 伊賀の里 モクモク手づくりファーム 

①概要：農事組合法人には２３０人が就業、数多くの食材・食品を世に出している農場、 

農産物加工場 

②水田 30ha、（うち直営 15ha）、野菜栽培 15ha、地ビール用の大麦栽培畑 12ha 

③経緯 

・1984 年伊賀銘柄豚振興協議会の旗揚げ、きっかけは価格低迷の豚肉を価値どおりに販売

するための直接に小売り店（生協、ジャスコ等に売り込み） 

・1987 年農事組合法人スタート 元三重県経済連の木村氏、吉田氏、地元農家福島氏の他

16 戸の養豚農家が出資 

・ハム工房の組織立ち上げ、地ビールの製造販売 
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□福井県名田庄村 名田庄商会 むらおこし商社 ④モクモク７つのテーゼ 

①名田庄商会（第３セクタ－の村おこし商社） 

     

②特産品づくり…名田庄漬け（キュウリ、ナス、大根、ショウガなどが材料）、自然薯の畑でのパイ

プ栽培 

③販売先を決めた上でものを生産…ジネンショそば（金沢市のラ－メンチェ－ン店）、とち餅（京都

生協） 

④新商品の開発…ジネンショのクッキ－と生菓子、ヒラタケの加工品、ムカゴのゆずみそあえ 

□岡山県川上村 蒜山高原の山ぶどう 

①蒜山高原酪農協同組合…ジャ－ジ－牛の酪農をベ－スに、地域最大の産業となり、蒜山ジャ－ジ－

ヨ－グルトは軽く十数億円を稼ぎ出す 

②山ブドウワインの生産…山ブドウだけを使ったもの、山ブドウに欧州系のブドウを混入した赤、そ

れにロゼの３種類を生産 

□長野県緒川村 小川の庄おやき村 

①小川の庄おやき村…60 歳入社、定年なしという職場 

 

②おきやとそばをたべさせる店…竪穴式住居を模して中に大きないろりを置き、鉄のほうらく鍋をぶ

ら下げておばちゃんたちが焼きおやきをつくっている 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□福島県南会津郡只見町 只見木材加工協同組合、たもかく（株）による手づくりリゾート  

①民家再生事業…曲屋民家の再生、叶津番所（会員制別荘クラブ）  

②民家風山荘の新築…伝統民家風山荘１１棟  

③森の中のログハウス  

④週末農業用地の紹介  

⑤土地所有権付き緑のオーナー…山菜やキノコが自由に採れる森  

⑥手作り家具の販売  

⑦自然と遊ぶグリーンパスポート  

⑧土地１坪無料プレゼント  

⑨月刊「たもかく」の編集発行  

⑩本と森の交換…古本を買う、森と交換する、販売する「本の森・本の町｝  

  

 10



□バイオマスとは 
（３）業務関係の参考資料                         

 

 「地球にやさしい」をテ－マとした企業誘致を想定した場合には、「バイオファクトリ－」、「エコファク

トリ－」という新たな産業基盤形成も意識する必要性があります。  

 以下に、その内容及び事例等を記載します。 

１）バイオファクトリ－  

 平成 14 年 11 月、日本政府はバイオ産業立国を宣言し、バイオ産業が日本の 21 世紀を担うものと

位置づけられ、大学初ベンチャ－1000 社構想が推進され、産業クラスタ－計画が全国で展開されてい

ます。 

 

 

□我が国バイオテクノロジ－関連産業の現状  

 ①バイオテクノロジ－を利用して種々の製品を製造したり、サ－ビスを提供したりする産業は、学・

発酵工業、農業・食品工業、医薬品製造業、環境産業を始めとして、バイオツ－ル等の面で情報産

業、電子・機械工業をも含み、広範多岐に渡ります。 

 

 

 ②我が国におけるバイオテクノロジ－関連産業の市場規模は、医薬品、機能性食品、化学品等を中心

に年間 1兆 7千億円（2003 年度）となっており、年 15％程度の高い延びを示しています。 （農林水産省ＨＰ） 

□バイオマスタウンとは ③こうした我が国バイオ関連産業の発展の原動緑としてバイオテクノロジ－が威力を発揮した典型

例として、化学原料であるアクリルアミド生産の化学プロセスからバイオプロセスへの転換（コス

トダウン、エネルギ－消費の削減）、以前は人体から採取するしかなかったインシュリンやヒト成

長ホルモンの昆虫（カイコ）や大腸菌による量産化、ガン細胞の増殖メカニズムを阻害することに

よって治療効果を上げる分子標的薬の実用化が既に進んでいます。 

 「バイオマスタウン」とは、域内において、広く地域の関係者の連携の下、バイオマスの発生から利

用までが効率的なプロセスで結ばれた総合的利用システムが構築され、安定的かつ適正なバイオマス利

用が行われているか、あるいは今後行われることが見込める地域のことです。 

□バイオベンチャ－企業研究開発支援事業の事業内容の事例 

①海洋動植物、海洋微生物サンプルを採集し、同定・分類後、ライブラリ－を構築・供給する目的と

する。ライブラリ－は目的別（医薬品、健康食品、化粧品シ－ズ探索）、産地別、種類別にデ－タ

ベ－ス化し、保有ライブラリ－は大学や企業と共同で、それぞれの機関の得意とするシ－ズ探索ア

ッセイを行い、得られたシ－ズを用いて新たな商品化へ向けた研究に入る。 

②睡眠健康改善を通じてストレス社会に生きる現代社会人の“心の元気回復”と“生活満足度の向上”

に貢献するために、睡眠調整作用を持つ天然資源の有効性と安全性を科学的に実証し、新しい機能

性食品や医薬品の商品開発に役立てる研究を実施し、本事業によるナレッジを睡眠に関わる健康ビ

ジネスと人材育成に活かす。 

③現在注目されている「海ぶどう」が有する機能性を抽出し、生活習慣病である「血圧上昇抑制等」

に効果が期待される機能性食品開発を実施する。 

 

２）エコファクトリ－ 

地球温暖化をはじめとする環境問題や資源枯渇等の問題により、社会構造は大量生産・大量消費か

ら循環型社会の構築へ、エネルギ－は化石燃料から自然エネルギ－へ、その転換が強く求められてお

ります。又、地域では森林・里山の荒廃と林業・木材関連企業の衰退が進み、経済の長期低迷が続い

ています。これらの諸問題を解決するためには、森林・里山が生み出す資源を見直し、環境にやさし

いエネルギ－として活用する地域資源循環型の地域づくり（「バイオマスタウン構想」）が極めて有効

であるとして、「バイオマス・ニッポン総合戦略」が平成 14 年 12 月に閣議決定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（農林水産省ＨＰ） 
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□バイオマスの活用事例  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（農林水産省ＨＰ）
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